■■2018年農薬取締法改定案へのコメント■■

　反農薬東京グループ　2018年6月03日作成、6月5日更新

******************************************************************************　
 

農水省の農薬取締法改定案全文・審議経過・付帯決議は、こちら　へ

はじめに

　　農薬取締法改定については、３月に、閣議決定され、衆議院では、5

月30日の農林水産委員会で、趣旨説明が行われ、翌31日、3時間に

満たない審議で、採決が行われ、賛成起立総員で原案通り、付帯決議

付きで、一気に可決されました。

　わたしたちは、昨年来、改定内容の問題点を指摘してきましたが、その

根底にあるのは、『農薬に頼らない農業をめざすため』といいう考えです。

農薬取締法の改定は、国民の農薬摂取を減らし、生物多様性や生態

系保全のため、生活環境や一般環境での農薬汚染を防止しすることを

第一に考え、農水省のような農業競争力強化支援法の一環としての農

取法改定とは明確な一線を引き、以下のようなことが実現されるべきだ

としてきましたが、程遠い内容のまま、参議院に移っても、原案通りに改

定される気配です。

①登録の際の毒性や残留性試験、環境への影響試験の内容を強化

し、試験データを公開する。

②ＥＵで、登録が失効している農薬成分を点検し、日本での規制を進め

る。

③再評価制度は15年間という期限でなく、三年間ごとの再登録期間中

に、申請者に、人や環境への影響を調査させ、新たな毒性や環境への

悪影響が判明したものは、使用規制する。

④農薬登録や適用拡大ついて、国民の意見を聞く。

⑤住宅地通知や無人航空機による空中散布の技術指導指針などの内

容を法令の条文にいれる。  

　以下に条文ごとに示します。赤字が条文の改定個所で、青字がコメントです。
目次（目次・章名新設）
第一章総則（第一条・第二条）

第二章登録（第三条―第十五条）

第三章販売の規制（第十六条―第二十三条）

第四章使用の規制等（第二十四条―第二十八条）

第五章監督（第二十九条―第三十三条）

第六章外国製造農薬（第三十四条―第三十七条）

第七章雑則（第三十八条―第四十六条）

第八章罰則（第四十七条―第五十二条）

附則

第一章　総則（章名新設）
（目的）

第一条　この法律は、農薬について登録の制度を設け、販売及び使用の規制等を行うことにより、農薬の安全性その他の品質及びその安全かつ適正な使用の確保を図り、もって農業生産の安定と国民の健康の保護に資するとともに、国民の生活環境の保全に寄与することを目的とする。

[コメント]　「農薬の安全性その他の品質」という語句が追加されたのは、ジェネリック品などの登録を簡素化したことで。農薬使用が増えても、適正に使用すれば、ヒトや環境への影響に対し、問題はないということへの布石だと思われます。

（定義）

第二条　この法律において「農薬」とは、農作物（樹木及び農林産物を含む。以下「農作物等」という。）を害する菌、線虫、だに、昆虫、ねずみ、草その他の動植物又はウイルス（以下「病害虫」と総称する。）の防除に用いられる殺菌剤、殺虫剤、除草剤その他の薬剤（その薬剤を原料又は材料として使用した資材で当該防除に用いられるもののうち政令で定めるものを含む。）及び農作物等の生理機能の増進又は抑制に用いられる成長促進剤、発芽抑制剤その他の薬剤（肥料取締法（昭和二十五年法律第百二十七号）第二条第一項に規定する肥料を除く。）をいう。
２ 前項の防除のために利用される天敵は、この法律の適用については、これを農薬とみなす。ママ
３ この法律において「農薬原体」とは、農薬の原料であって、有効成分及びその製造の結果残存する有効成分以外の成分から成るものをいう。  （新設）

４（この法律において「製造者」とは、農薬を製造し、又は加工する者をいい、「輸入者」とは、農薬を輸入する者をいい、「販売者」とは、農薬を販売（販売以外の授与を含む。以下同じ。）する者をいう。ママ
[コメント]　定義に、「草」及び「除草剤」という語句がはいりました。

農作物を害するものにいままでなかった「草」が、また、「その他の薬剤」とされていたものから、「除草剤」が分離表記されました。農薬取締法の条文に「除草剤」がはいったのは2002-03年の改定が、はじめてで、現行法第十条の三(除草剤を農薬として使用することができない旨の表示)や第十三条(報告及び検査)にでてきます。

改定法では第二十二条にそのまま、残っており、非農耕地用の除草剤は、登録農薬と同じ成分であっても、農耕地に使わなければ、製造・販売・使用になんの規制もなく、登録農薬のように住宅地使用での周知指導もせず、勝手に使用ができるという現状はかわりません。

３項として、「農薬原体」が『有効成分と含有する不純物』と定義づけられましたが、すでに、現行法に基づく農薬の登録申請に関する省令や通知の改訂で変更されていたことの追従でしかありません（記事ｔ30504参照）。　
農薬の登録は製剤ごとに行われますから、原体とその不純物だけでなく、添加される補助成分の試験も必要なのに、補助成分のそのものや同不純物の毒性評価資料についての言及は。現行法同様、ありません。

現行法で、すでに空文化していた第一条の三(公定規格)は、完全に削除されました。公定規格は、原体に含有される不純物を含め、法条文でもその同等性に置き換わったいえます。この新定義は、次ぎの第三条にある３項に関連します。

第二章　登録（章名新設）
（農薬の登録）　　現行法第二条改変
第三条　製造者又は輸入者は、農薬について、農林水産大臣の登録を受けなければ、これを製造し若しくは加工し、又は輸入してはならない。ただし、その原材料に照らし農作物等、人畜及び生活環境動植物（その生息又は生育に支障を生ずる場合には人の生活環境の保全上支障を生ずるおそれがある動植物をいう。以下同じ。）に害を及ぼすおそれがないことが明らかなものとして農林水産大臣及び環境大臣が指定する農薬（以下「特定農薬」という。）を製造し若しくは加工し、又は輸入する場合、第三十四条第一項の登録に係る農薬で同条第六項において準用する第十六条の規定による表示のあるものを輸入する場合その他農林水産省令・環境省令で定める場合は、この限りでない。

２　前項の登録の申請は、次に掲げる事項を記載した申請書及び農薬の安全性その他の品質に関する試験成績を記載した書類その他第四項の審査のために必要なものとして農林水産省令で定める資料を提出して、これをしなければならない。この場合において、試験成績のうち農林水産省令で定めるもの（以下「特定試験成績」という。）　は、その信頼性を確保するために必要なものとして農林水産省令で定める基準に従って行われる試験　（以下「基準適合試験」　という。）　によるものでなければならない。

一 氏名（法人の場合にあっては、その名称及び代表者の氏名。第十二号を除き、以下同じ。）及び住所
二 農薬の種類、名称、物理的化学的性状並びに有効成分とその他の成分との別にその各成分の種類及び含有濃度（第十一号に掲げる事項を除く。）
三 適用病害虫の範囲　（農作物等の生理機能の増進又は抑制に用いられる薬剤にあっては、適用農作物等の範囲及び使用目的。以下同じ。）、使用方法及び使用期限
四 人畜に有毒な農薬については、その旨、使用に際して講ずべき被害防止方法及び解毒方法

五 生活環境動植物に有毒な農薬については、その旨

六 引火し、爆発し、又は皮膚を害する等の危険のある農薬については、その旨　ママ
七 農薬の貯蔵上又は使用上の注意事項（第四号に掲げる事項を除く。）
八 農薬の製造場の名称及び所在地

九 製造し、又は加工しようとする農薬については、製造方法及び製造責任者の氏名ママ
十 販売しようとする農薬については、その販売に係る容器又は包装の種類及び材質並びにその内容量
十一 農薬原体の有効成分以外の成分の種類及び含有濃度
十二 農薬原体を製造する者の氏名（法人の場合にあっては、その名称）及び住所並びに農薬原体の製造場の名称及び所在地
十三 農薬原体の主要な製造工程
３ 第一項の登録の申請をする者は、当該申請に係る農薬の農薬原体が、現に同項又は第三十四条第一項の登録を受けている農薬の農薬原体とその成分及び毒性の強さにおいて同等であるときは、農林水産省令で定めるところにより、前項の規定により提出すべき資料の一部を省略することができる。
４ 農林水産大臣は、第一項の登録の申請を受けたときは、最新の科学的知見に基づき、第二項の申請書及び資料に基づく当該申請に係る農薬の安全性その他の品質に関する審査を行うものとする。
５ 農林水産大臣は、独立行政法人農林水産消費安全技術センター（以下「センター」という。）に、前項の審査に関する業務の一部を行わせることができる。
６ 農林水産大臣は、第一項の登録の申請に係る農薬が、病害虫の防除若しくは農作物等の生理機能の増進若しくは抑制において特に必要性が高いもの又は適用病害虫の範囲及び使用方法が類似する他の農薬と比較して特に安全性が高いものと認めるときは、当該申請に係る農薬についての第四項の審査を、他の農薬の審査に優先して行うように努めるものとする。
７ 第四項の審査の実施に関して必要な事項は、農林水産省令で定める。

８ 第一項の登録の申請をする者は、実費を勘案して政令で定める額の手数料を納付しなければならない。ママ
９農林水産大臣は、次条第一項の規定により登録を拒否する場合を除き、第一項の登録の申請に係る農薬を登録し、かつ、次に掲げる事項を記載した登録票を交付しなければならない。

一 登録番号及び登録年月日
二 第二項第二号、第三号、第四号（被害防止方法に係る部分に限る。）、第八号及び第十一号に掲げる事項げる事項を記載した登録票を交付しなければならない。

三 水質汚濁性農薬（第二十六条第二項に規定する水質汚濁性農薬をいう。第十六条第五号及び第二十条において同じ。）に該当する農薬にあっては、「水質汚濁性農薬」という文字

四 製造者又は輸入者の氏名及び住所
[コメント]　

第三条は、登録に関する条文で、現行の第二条が大きく改変されました。

　１項では、登録が必要な農薬の要件に関するものですが、「人畜及び水産動植物」あった現行条文が、「人畜及び生活環境動植物（その生息又は生育に支障を生ずる場合には人の生活環境の保全上支障を生ずるおそれがある動植物をいう）に変更されました。　　　

他の条文でも、「水産動植物」とあった個所の殆どが「生活環境動植物」と変更され、水系生物への影響評価を偏重する現状を変えることが、条文でも明確になりましたが、どのよう生物をどのような方法で影響評価するかは、不明です。

農水委員会の審議で、農水省は、『陸域を含めて一定の動植物に対する農薬の影響を考慮し、登録事項とすることとしておりまして、環境省と連携して、登録時の審査を適切に行ってまいりたい』と、環境省は『改正法案の成立後に、国際標準との調和、これまでの科学的知見等も勘案して、中央環境審議会において審議いただいた上で選定したいと考える』としているだけで、現在問題となっている、ミツバチやその他のポリネーター、トンボ類への影響のほか、わたしたちが問題としている、両生類、ミミズや土壌微生物、野鳥などに与える影響をどのように評価するかは、今後の課題として残されています。

　農水省が関与する農耕地だけでなく、生物多様性の保持を求める国際的な動きとあいまって、環境省所管の一般環境の生物への影響を無視されないよう、わたしたちの声を反映させる必要があります。

　なお、これに関連して、衆議院農林水産委員会での付帯決議に『五　生活環境動植物についてのリスク評価手法を早急に確立し、登録の際に必要となる試験成績の内容等を速やかに公表すること。』とが述べられています。

２項では、登録の申請に際して提出すべき資料等があげられ、省令で定める「特定試験成績」と「基準適合性試験」が必要となります。

申請書への記載や提出すべき具体的な項目は、現行制度の通知等にある事項が整理・追加され、一から十三項目として、より明確化された。たとえば、以下の項目がくみこまれています。

・使用方法及び使用期限（ →第十六条の表示にある最終有効年月との相違が不明）

・使用に際して講ずべき被害防止方法  

・生活環境動植物に有毒なもの

・農薬の貯蔵上の注意事項

・農薬原体の有効成分以外の成分の種類及び含有濃度

・農薬原体を製造する者の氏名及び住所並びに農薬原体の製造場の名称及び所在地

・農薬原体の主要な製造工程

　３項は、提出すべき資料の一部を省略することができるケースをあげたもので、現に登録のある農薬について、農薬原体がそれ同じ成分であり毒性も同等とされた場合、提出書類の提出を一部省略できる、となっています。

　既に登録された農薬と同じ原体成分をもち、それと同等である後発農薬について、登録に必要な試験が免除されるようにするこの条文は、すでに現行の省令等で決められていることです。農水省は、いままでの登録に要する経費14億円が簡素化により、1億円で製品化できると試算しており、先発農薬に類するジェネリック農薬の普及により、農薬使用量が拡大することへの懸念は無視され、農薬コスト安につながることのメリットのみを強調しています。

４、５項で、提出された資料の審査に関する条文で、農水省と農林水産消費安全技術センター（ＦＡＭＩＣのこと）が登録審査を担うことになり、審査事項は省令で決められます。なお、現行法下で、農薬審査報告書が公開されつつあり、現在40件が公開されています。

　　既存の登録原体との同等性が確認できたら、審査は不要とされるでしょうし、だれが、どのように審査するか、国民の意見がどのようにとりいれられるかが、課題です。

　６項として、新設されたのは、優先審査です。これは、類似する他の農薬と比較して特に安全性が高いものと認めるときに実施されるとあり、努力規定となっています。

　このことは、適用登録農薬数が少ないマイナー作物用の農薬の登録拡大のため、個別の農作物でなく、作物群として、残留試験でよく、試験事例も減らして、野菜等への適用拡大をすすめる方針と軌をいつにしていることも忘れてなりません。

　反農薬東京グループでは、メーカーが、登録に際して、類似製剤との違いをあきらかにし、登録の可否について、国民の意見を聞くこと。作物群で登録拡大しないこと、また、新たな申請資料が不要な場合は、当該資料が公開されていることを条件とするよう求めています。

　９項は、現行条文にある『3　農林水産大臣は、前項の申請を受けたときは、独立行政法人農林水産消費安全技術センター（以下「センター」という。）に農薬の見本について検査をさせ、次条第一項の規定による指示をする場合を除き、遅滞なく当該農薬を登録し、かつ、次の事項を記載した登録票を交付しなければならない。

一    登録番号及び登録年月日

二    登録の有効期間

三    申請書に記載する前項第二号及び第三号に掲げる事項

四    第十二条の二第一項の水質汚濁性農薬に該当する農薬にあつては、「水質汚濁性農薬」という文字

五    製造者又は輸入者の氏名及び住所

六    製造場の名称及び所在地』

　を、改変したものですが、 見本の検査がなくなっており、登録に必要であった生活環境動植物への影響の有無の表示の指示はありません。

（登録の拒否）　現行第三条改変
第四条　農林水産大臣は、前条第四項の審査の結果、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、同条第一項の登録を拒否しなければならない。
一　提出された書類の記載事項に虚偽の事実があるとき。
二　特定試験成績が基準適合試験によるものでないとき。
三　当該農薬の薬効がないと認められるとき。
四　前条第二項第三号に掲げる事項についての申請書の記載に従い当該農薬を使用する場合に農作物等に害があるとき。

五　当該農薬を使用するときは、使用に際し、前条第二項第四号の被害防止方法を講じた場合においてもなお人畜に被害を生ずるおそれがあるとき。
六　前条第二項第三号に掲げる事項についての申請書の記載に従い当該農薬を使用する場合に、その使用に係る農作物等への当該農薬の成分（その成分が化学的に変化して生成したものを含む。次号において同じ。）の残留の程度からみて、当該農作物等又は当該農作物等を家畜の飼料の用に供して生産される畜産物の利用が原因となって人に被害を生ずるおそれがあるとき。

七　前条第二項第三号に掲げる事項についての申請書の記載に従い当該農薬を使用する場合に、その使用に係る農地等の土壌への当該農薬の成分の残留の程度からみて、当該農地等において栽培される農作物等又は当該農作物等を家畜の飼料の用に供して生産される畜産物の利用が原因となって人に被害を生ずるおそれがあるとき。

八　当該種類の農薬が、その相当の普及状態の下に前条第二項第三号に掲げる事項についての申請書の記載に従い一般的に使用されるとした場合に、その生活環境動植物に対する毒性の強さ及びその毒性の相当日数にわたる持続性からみて、多くの場合、その使用に伴うと認められる生活環境動植物の被害が発生し、かつ、その被害が著しいものとなるおそれがあるとき。

九　当該種類の農薬が、その相当の普及状態の下に前条第二項第三号に掲げる事項についての申請書の記載に従い一般的に使用されるとした場合に、多くの場合、その使用に伴うと認められる公共用水域（水質汚濁防止法（昭和四十五年法律第百三十八号）第二条第一項に規定する公共用水域をいう。第二十六条において同じ。）の水質の汚濁が生じ、かつ、その汚濁に係る水（その汚濁により汚染される水産動植物を含む。同条において同じ。）の利用が原因となって人畜に被害を生ずるおそれがあるとき。
十　当該農薬の名称が、その主成分又は効果について誤解を生ずるおそれがあるものであるとき。　ママ
現法九、十項（削る）

十一　前各号に掲げるもののほか、農作物等、人畜又は生活環境動植物に害を及ぼすおそれがある場合として農林水産省令・環境省令で定める場合に該当するとき。
２　前項第五号に掲げる場合に該当するかどうかの基準は、農林水産大臣が定めて告示する。
３　第一項第六号から第九号までのいずれかに掲げる場合に該当するかどうかの基準は、環境大臣が定めて告示する。

）

[コメント]

　現行第三条（記載事項の訂正又は品質改良の指示）では、申請書に虚偽があったり、薬効が著しく劣る、薬害がある、使用に際し人畜に危険を及ぼすおそれがある、水産動植物の被害が著しい、土壌汚染の結果を含め、汚染された農作物等の利用が原因となつて人畜に被害を生ずるおそれがあるときなど、農水大臣が、訂正や指示ができるほか、登録を却下することもできたのですが、条文を整理し、農産物等だけでなく飼料や畜産物への残留をも含め、第四条(登録の拒否)の条文になりました。

さらに、水産動植物だけでなく、８項にあるように、生活環境動植物の被害も登録拒否の対象となります。

この条文に関連した現法第四条(異議の申出)、第五条（登録の有効期間）は、削除され、有効期間三年間はなくなり、新設された第八条(再評価)の適用に続きます。

現法第六条の六(登録票の返納)から、『登録の有効期間が満了したとき』が削除されました。

現行第六条(登録を受けた者の義務）は、大きな変更はなく。改定法でも第六条となります。

　

（承継）　現行第五条の二改変
第五条　第三条第一項の登録を受けた者について相続、合併又は分割（その登録に係る農薬の製造若しくは加工又は輸入の事業の全部又は一部を承継させるものに限る。）があったときは、相続人（相続人が二人以上ある場合において、その全員の同意によりその登録に係る農薬の製造若しくは加工又は輸入の事業を承継すべき相続人を選定したときは、その者）、合併後存続する法人若しくは合併により設立した法人又は分割によりその登録に係る農薬の製造若しくは加工若しくは輸入の事業を承継した法人は、その登録を受けた者の地位を承継する。
２　第三条第一項の登録を受けた者がその登録に係る農薬の製造若しくは加工又は輸入の事業の全部又は一部の譲渡しをしたときは、譲受人は、その登録を受けた者の地位を承継する。
３　前二項の規定により第三条第一項の登録を受けた者の地位を承継した者は、相続の場合にあっては相続後遅滞なく、合併及び分割並びに事業の譲渡しの場合にあっては合併若しくは分割又は事業の譲渡しの日から二週間以内に、その旨を農林水産大臣に届け出て、登録票の書替交付（一の農薬の製造若しくは加工又は輸入の事業の一部につき分割により事業を承継し、又は事業の譲渡しを受けた者にあっては、登録票の交付）を申請しなければならない。
４　前項の規定により登録票の書替交付又は交付の申請をする者は、実費を勘案して政令で定める額の手数料を納付しなければならない。ママ
（登録を受けた者の義務）　現行第六条の改変
第六条　第三条第一項の登録を受けた者（専ら自己の使用のため当該農薬を製造し若しくは加工し、又は輸入する者を除く。）は、農林水産省令で定めるところにより、登録票を、製造者にあっては主たる製造場に、輸入者にあっては主たる事務所に備え付け、かつ、その写しをその他の製造場又は事務所に備え付けて置かなければならない。
２　第三条第一項の登録を受けた者は、同条第二項第一号、第四号（被害防止方法に係る部分を除く。）、第五号から第十号まで、第十二号又は第十三号に掲げる事項に変更を生じたときは、その変更を生じた日（同号に掲げる事項に変更を生じた場合にあっては、その変更後の製造工程により製造された農薬原体を原料とする農薬の製造若しくは加工又は輸入を開始した日）から二週間以内に、その理由を付してその旨を農林水産大臣に届け出、かつ、変更のあった事項が登録票の記載事項に該当する場合にあっては、その書替交付を申請しなければならない。

３　登録票を滅失し、又は汚損した者は、遅滞なく、農林水産大臣にその旨を届け出て、その再交付を申請しなければならない。

４　前二項の規定により登録票の書替交付又は再交付の申請をする者については、前条第四項の規定を準用する　ママ
５　第三条第一項の登録を受けた者がその登録に係る農薬の製造若しくは加工又は輸入を廃止したときは、その廃止の日から二週間以内に、その旨を農林水産大臣に届け出なければならない。
６　第三条第一項の登録を受けた法人が解散したときは、合併により解散した場合を除き、その清算人は、その解散の日から二週間以内に、その旨を農林水産大臣に届け出なければならない。
（申請による変更の登録）

第七条　第三条第一項の登録を受けた者は、その登録に係る同条第二項第三号、第四号（被害防止方法に係る部分に限る。）又は第十一号に掲げる事項を変更しようとするときは、農林水産省令で定める事項を記載した申請書、登録票及び農薬の安全性その他の品質に関する試験成績を記載した書類その他次項の審査のために必要なものとして農林水産省令で定める資料を農林水産大臣に提出して、変更の登録を申請しなければならない。この場合において、特定試験成績は、基準適合試験によるものでなければならない。
２農林水産大臣は、前項の規定による申請を受けたときは、最新の科学的知見に基づき、同項の申請書及び資料に基づく当該申請に係る農薬の安全性その他の品質に関する審査を行うものとする。
３農林水産大臣は、センターに、前項の審査に関する業務の一部を行わせることができる。
４農林水産大臣は、第一項の規定による申請に係る農薬が、病害虫の防除若しくは農作物等の生理機能の増進若しくは抑制において特に必要性が高いもの又は適用病害虫の範囲及び使用方法が類似する他の農薬と比較して特に安全性が高いものと認めるときは、当該申請に係る農薬についての第二項の審査を、他の農薬の審査に優先して行うように努めるものとする。
５第二項の審査の実施に関して必要な事項は、農林水産省令で定める。
６第一項の規定による申請をする者は、実費を勘案して政令で定める額の手数料を納付しなければならない。

７農林水産大臣は、次項の規定により変更の登録を拒否する場合を除き、変更の登録をし、かつ、登録票を書き替えて交付しなければならない。
８農林水産大臣は、第二項の審査の結果、第四条第一項各号のいずれかに該当すると認めるときは、第一項の変更の登録を拒否しなければならない。
［コメント］　第七条(申請による変更の登録）は、　現行第六条の二(申請による適用病害虫の範囲等の変更の登録)の改変です。

　1項では、変更の登録の申請書や審査のための資料は、特定試験成績」は基準適合試験によるものではなければならないとされています。

２から８項が新設されており、農水大臣は『最新の科学的知見に基づき、同項の申請書及び資料に基づく当該申請に係る農薬の安全性その他の品質に関する審査を行うものとする。』（ＦＡＭＩＣ業務可）、とされ、４項には、第二条の６項と同様な審査優先の努力規定があります。

（再評価）　新設
第八条　第三条第一項の登録を受けた者は、農林水産大臣が農薬の範囲を指定して再評価を受けるべき旨を公示したときは、当該指定に係る農薬について、農林水産大臣の再評価を受けなければならない。
２前項の規定による再評価（以下この条において単に「再評価」という。）は、同一の有効成分を含む農薬について、農林水産大臣が初めて当該有効成分を含む農薬に係る第三条第一項又は第三十四条第一項の登録をした日から起算して農林水産省令で定める期間ごとに行うものとする。
３第一項の公示においては、再評価を受けるべき者が提出すべき農薬の安全性その他の品質に関する試験成績を記載した書類その他の資料及びその提出期限を併せて公示するものとする。この場合において、特定試験成績は、基準適合試験によるものでなければならない。
４農林水産大臣は、再評価においては、最新の科学的知見に基づき、前項の資料に基づく第一項の指定に係る農薬の安全性その他の品質に関する審査を行うものとする。

５農林水産大臣は、センターに、前項の審査に関する業務の一部を行わせることができる。
６第四項の審査の実施に関して必要な事項は、農林水産省令で定める。
７再評価を受けようとする者は、農林水産大臣に、第三項の提出期限までに、同項の資料を提出するとともに実費を勘案して政令で定める額の手数料を納付しなければならない。
［コメント］　現行法第四条(登録の期間)で、登録の有効期間３年とあった条文が削られるとともに、現行法、第六条の三( 職権による適用病害虫の範囲等の変更の登録及び登録の取消し)は、大きくかわり、第八条(再評価)が新設されることになりました。重要な条文ですが、どんな農薬を対象にするかは、これから提示されることになります。

　条文で決まっているのは、農水大臣が①農薬の範囲を指定して再評価を受けるべき旨を公示する。②当該農薬の有効成分が最初に登録された日から起算して農林水産省令で定める期間ごとに行うものとする。③再評価を受けるべき者が提出すべき農薬の安全性その他の品質に関する試験成績を記載した書類その他の資料(特定試験成績は、基準適合試験によるもの)及びその提出期限を併せて公示する。④再評価においては、最新の科学的知見に基づき、資料に基づき、農薬の安全性その他の品質に関する審査を行う(ＦＡＭＩＣ業務可)。⑤審査の実施に関して必要な事項は、農林水産省令で定める。

　としかなく、これから詳細を決めて、省令で告示するということです。

　農水省は、当初は、登録後15年を経た農薬について、再評価するとしており、国会質疑でも、再登録の３年をやめ、いきりなり、15年経過した農薬とすることに疑問が呈せられましたが、優先するのは、①国内での使用量が多い農薬から優先的に進めていく、②次に、使用量は少ないが、一日許容摂取量が低い農薬　であるとし、具体的な農薬ごとの再評価時期は検討中で、改正法案が成立後、速やかに再評価の優先度を示すし、各年ごとに評価対象となる有効成分名について順次告示するとのことでした。

また、農水大臣は『再評価制度におきましては、定期的に農薬メーカーにデータの提出を求め、最新の科学的水準で新規登録と同等の評価を行うとともに、安全性に関する重要な知見が明らかになった場合には、再評価を待たずに随時評価を行い、登録の変更、取消しを行うこともある。そのため、毎年、国が農薬メーカーに安全性に関する情報の報告を求めるほか、みずからも情報収集を進め、農薬の安全性を継続的にモニタリングする。こういったことによりまして、農薬の安全性の一層の向上を図ることとしているところでございます。』と、答えています。

いままで、3年ごとの再登録期間中に、追加試験を実施するよう求めてきましたが、実現したためしがありません。

　まだ、具体的に対象となる農薬名はあげていないですが、古い農薬の登録をなくして、病害虫対策に支障がでないよう、配慮しろとの声が聞こえます。

　わたしたちは、日本で、登録されているが、ＥＵでの再評価結果、現在、ヨーロッパでは登録のない農薬を記事t31601　にリストアップしています。まず、これらの再評価を実施してもらいたいと思います。

（再評価等に基づく変更の登録及び登録の取消し）　1,２項が新設
第九条　農林水産大臣は、前条第三項の提出期限までに同項の資料の提出又は同条第七項の手数料の納付がなかったときは、当該農薬につき、その登録を取り消すことができる。
２　農林水産大臣は、前条第四項の審査の結果、第四条第一項各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該農薬の安全性その他の品質の確保に必要な限度において、当該農薬につき、その登録に係る第三条第二項第三号、第四号（被害防止方法に係る部分に限る。）若しくは第十一号に掲げる事項を変更する登録をし、又はその登録を取り消すことができる。
３　農林水産大臣は、前項に規定する場合のほか、現に登録を受けている農薬が、その登録に係る第三条第二項第三号及び第四号（被害防止方法に係る部分に限る。）に掲げる事項を遵守して使用されるとした場合においてもなおその使用に伴って第四条第一項第四号から第九号まで又は第十一号のいずれかに規定する事態が生ずると認められるに至った場合において、これらの事態の発生を防止するため必要があるときは、その必要の範囲内において、当該農薬につき、その登録に係る第三条第二項第三号、第四号（被害防止方法に係る部分に限る。）若しくは第十一号に掲げる事項を変更する登録をし、又はその登録を取り消すことができる。

４　農林水産大臣は、前三項の規定により変更の登録をし、又は登録を取り消したときは、遅滞なく、当該処分の相手方に対し、その旨及び理由を通知し、かつ、変更の登録の場合にあっては、変更後の第三条第二項第三号、第四号（被害防止方法に係る部分に限る。）又は第十一号に掲げる事項を記載した登録票を交付しなければならない。

５　農林水産大臣は、第一項から第三項までの規定による処分についての審査請求がされたときは、その審査請求がされた日（行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）第二十三条の規定により不備を補正すべきことを命じた場合にあっては、当該不備が補正された日）から二月以内にこれについて裁決をしなければならない。
［コメント］現行法でも可能だったのだが農水大臣の権限で、登録内容の変更や取消しができることを、条文化したものである。

　いままでは、ヒトや環境への被害が発生しても、代替農薬がなく、生産に影響がでるから、適正に使用すればよいとして、指導するのがせいぜいでした。いまも、そのような農薬行政の体質がかわらないのは、農薬使用をへらそうとする姿勢がみえないことからもあきらかです。なにしろ、ジェネリック農薬の普及をめざすため第三条３項による登録審査の簡素化の導入が、この再評価制度と対をなしているわけですし、農水省の有機農業の比率目標は、現在の0.5％を1％にすることですから。

（水質汚濁性農薬の指定等に伴う変更の登録）　現行の第六条の四
第十条　農林水産大臣は、第二十六条第一項の規定により水質汚濁性農薬の指定があり、又はその指定の解除があったときは、現に登録を受けている農薬で、その指定又は指定の解除に伴い水質汚濁性農薬に該当し、又は該当しないこととなったものにつき、遅滞なく、その旨の変更の登録をしなければならない。
２　農林水産大臣は、前項の規定により変更の登録をしたときは、遅滞なく、当該農薬に係る第三条第一項の登録を受けている者に対し、その旨を通知し、かつ、変更後の同条第九項第三号に掲げる事項を記載した登録票を交付しなければならない。
（登録の失効）現行の第六条の五
第十一条　次の各号のいずれかに該当する場合には、第三条第一項の登録は、その効力を失う。
一　登録に係る第三条第二項第二号に掲げる事項に変更を生じたとき。
二　第三条第一項の登録を受けた者が、その登録に係る農薬の製造若しくは加工又は輸入を廃止した旨を届け出たとき。
三　第三条第一項の登録を受けた法人が解散した場合において、その清算が結了したとき。
（登録票の返納）　現行の第六条の六
第十二条　次の各号のいずれかに該当する場合には、第三条第一項の登録を受けた者（前条第三号の場合には、清算人）は、遅滞なく、登録票（第二号に該当する場合には、変更前の第三条第二項第三号、第四号（被害防止方法に係る部分に限る。）若しくは第十一号又は第九項第三号に掲げる事項を記載した登録票）を農林水産大臣に返納しなければならない。
一　前条の規定により登録がその効力を失ったとき。
二　第九条第二項若しくは第三項又は第十条第一項の規定により変更の登録がされたとき。
三　第九条第一項から第三項まで又は第三十一条第一項の規定により登録が取り消されたとき。
[コメント]現行法第六条の六の第一項「登録の有効期間が満了したとき」が　有効期間３年が削除されたためなくなりました。
（登録に関する公告）　現行第六条の七　改変
第十三条　農林水産大臣は、第三条第一項の登録をしたとき、第九条第一項から第三項までの規定により変更の登録をし、若しくは登録を取り消したとき、第十条第一項の規定により変更の登録をしたとき、第十一条の規定により登録が失効したとき、又は第三十一条第一項の規定により登録を取り消したときは、遅滞なく、その旨及び次に掲げる事項を公告しなければならない。
一    登録番号　ママ
二    農薬の種類及び名称　ママ
三    製造者又は輸入者の氏名及び住所　ママ
（情報の公表等）　　新設条文
第十四条　農林水産大臣は、農薬の安全性その他の品質に関する試験成績の概要、農薬原体の主たる成分その他の登録を受けた農薬に関する情報を公表するように努めるものとする。
２製造者又は輸入者は、その製造し若しくは加工し、又は輸入する農薬について、登録の変更、取消し又は失効があったときは、販売者及び農薬使用者に対し、その旨を周知するように努めるものとする。

（科学的知見の収集等）　新設条文
第十五条　農林水産大臣は、この章の規定の円滑な実施を図るため、農薬の安全性その他の品質に関する科学的知見の収集、整理及び分析を行うように努めるものとする。

[コメント]　第十四、十五条は、努力規定にすぎませんが、農水大臣だけでなく、環境大臣、厚労大臣も協力すべきです。

　まず、登録申請された毒性資料等の公開をもっと、まえびろに実施すべきですし、そもそも、科学的な試験結果を、企業財産として、保護する必要はない。特に、ジェネリック農薬で、申請を免除された資料は、全面公開を義務づけるべきです。

　食品安全委員会が公表する「農薬評価書」にある＜参照＞には、多くの報告書や資料がリストアップされています。その90％以上は一部公表か未公表です。

　また、一般の研究者の論文などを、ＦＡＭＩＣや食品安全委員会で評価する際に、

たとえば、ＧＬＰに依拠しない研究であると、評価対象から、はずしてしまう事例もみられるのは、科学的とはいえません。
第三章販売の規制　(章名新設)
（製造者及び輸入者の農薬の表示）　現行法第七条
第十六条　製造者又は輸入者は、その製造し若しくは加工し、又は輸入した農薬を販売するときは、その容器（容器に入れないで販売する場合にあっては、その包装）に次に掲げる事項の表示をしなければならない。ただし、特定農薬を製造し若しくは加工し、若しくは輸入してこれを販売するとき、又は輸入者が、第三十四条第一項の登録に係る農薬で同条第六項において準用するこの条の規定による表示のあるものを輸入してこれを販売するときは、この限りでない。
一 登録番号　ママ
現法　第二項の公定規格の条文を削る
二　登録に係る農薬の種類、名称、物理的化学的性状並びに有効成分とその他の成分との別にその各成分の種類及び含有濃度（第三条第二項第十一号に掲げる事項を除く。）
三  内容量　ママ
四  登録に係る適用病害虫の範囲及び使用方法　ママ
五　水質汚濁性農薬に該当する農薬にあっては、「水質汚濁性農薬」という文字
六　人畜に有毒な農薬については、その旨、使用に際して講ずべき被害防止方法及び解毒方法
七　生活環境動植物に有毒な農薬については、その旨

八  引火し、爆発し、又は皮膚を害する等の危険のある農薬については、その旨　ママ
九　農薬の貯蔵上又は使用上の注意事項（第六号に掲げる事項を除く。）
十　農薬の製造場の名称及び所在地
十一    最終有効年月　ママ
[コメント]　赤字項目が追加されていますが、現行法第七条とあまりかわりません。

表示が細かい文字で、容器や包装に記載されても、使用者が読んで、理解するのに苦労するのが現状です。また、最終有効年月を過ぎたものや残農薬の廃棄についての指示もなくては、農薬メーカーがいうように、圃場の隅に捨ててしまうことになります。第十九条(回収命令等)の条文の強化につながります。

　また、表示を明確にすることは、わたしたちが、使用者に、農薬使用履歴記載の義務化を求める際にも役立ちます。

（販売者の届出）　現行第八条の改変
第十七条　販売者（製造者又は輸入者に該当する者（専ら特定農薬を製造し若しくは加工し、又は輸入する者を除く。）を除く。第二十九条第一項及び第三項並びに第三十一条第四項において同じ。）は、農林水産省令で定めるところにより、その販売所ごとに、次に掲げる事項を当該販売所の所在地を管轄する都道府県知事に届け出なければならない。当該事項に変更を生じたときも、同様とする。
一  氏名及び住所　ママ

二  当該販売所　　ママ

２　前項の規定による届出は、新たに販売を開始する場合にあってはその開始の日までに、販売所を増設し、又は廃止した場合にあってはその増設又は廃止の日から二週間以内に、同項各号に掲げる事項に変更を生じた場合にあってはその変更を生じた日から二週間以内に、これをしなければならない。
[コメント]現行法にあった　２項と３項が統合されている。

、

（販売者についての農薬の販売の制限又は禁止等）　現行第九条改変
第十八条　販売者は、容器又は包装に第十六条（第三十四条第六項において準用する場合を含む。以下この条及び第二十四条第一号において同じ。）の規定による表示のある農薬及び特定農薬以外の農薬を販売してはならない。
２　農林水産大臣は、第九条第二項又は第三項（これらの規定を第三十四条第六項において準用する場合を含む。）の規定により変更の登録をし、又は登録を取り消した場合、第十条第一項（第三十四条第六項において準用する場合を含む。）の規定により変更の登録をした場合その他の場合において、農薬の使用に伴って第四条第一項第四号から第九号まで又は第十一号のいずれかに規定する事態が発生することを防止するため必要があるときは、その必要の範囲内において、農林水産省令で定めるところにより、販売者に対し、農薬につき、第十六条の規定による容器又は包装の表示を変更しなければその販売をしてはならないことその他の販売の制限をし、又はその販売を禁止することができる。
３　前項の規定により第十六条の規定による容器又は包装の表示を変更しなければ農薬の販売をしてはならない旨の制限が定められた場合において、販売者が当該表示をその制限の内容に従い変更したときは、その変更後の表示は、同条の規定により製造者又は輸入者がした容器又は包装の表示とみなす。
４　製造者又は輸入者が製造し若しくは加工し、又は輸入した農薬について第二項の規定によりその販売が禁止された場合には、製造者若しくは輸入者又は販売者は、当該農薬を農薬使用者から回収するように努めるものとする。　ママ
[コメント]　インターネット販売やオークションは禁止すべきですし、回収の努力規定は義務化すべきです。

（回収命令等）　現行第九条の二　改変
第十九条　農林水産大臣は、販売者が前条第一項若しくは第二項又は第三十一条第三項の規定に違反して農薬を販売した場合において、当該農薬の使用に伴って第四条第一項第四号から第九号まで又は第十一号のいずれかに規定する事態が発生することを防止するため必要があるときは、その必要の範囲内において、当該販売者に対し、当該農薬の回収を図ることその他必要な措置をとるべきことを命ずることができる。
[コメント]メーカーも含め、残農薬、期限切れ、登録失効農薬の回収システムをつくり、回収を義務づけるべきです。

（帳簿）　　現行第十条改変
第二十条　製造者、輸入者及び販売者（専ら自己の使用のため農薬を製造し若しくは加工し、又は輸入する者その他農林水産省令で定める者を除く。）は、農林水産省令で定めるところにより、帳簿を備え付け、これに農薬の種類別に、製造者及び輸入者にあってはその製造又は輸入数量及び譲渡先別譲渡数量を、販売者（製造者又は輸入者に該当する者を除く。第三十一条第二項において同じ。）にあってはその譲受数量及び譲渡数量（水質汚濁性農薬に該当する農薬については、その譲受数量及び譲渡先別譲渡数量）を記載し、これを保存しなければならない。
[コメント]この項は、農薬要覧で公表されている統計データのもとになっているので、重要
（虚偽の宣伝等の禁止）　現行第十条の二改変
第二十一条　製造者、輸入者（輸入の媒介を行う者を含む。）又は販売者は、その製造し、加工し、輸入（輸入の媒介を含む。）し、若しくは販売する農薬の有効成分の含有濃度若しくはその効果に関して虚偽の宣伝をし、又は第三条第一項若しくは第三十四条第一項の登録を受けていない農薬について当該登録を受けていると誤認させるような宣伝をしてはならない。
２ 製造者又は輸入者は、その製造し、加工し、又は輸入する農薬について、その有効成分又は効果に関して誤解を生ずるおそれのある名称を用いてはならない。 ママ
（除草剤を農薬として使用することができない旨の表示）　現行第十条の三
第二十二条　除草剤（農薬以外の薬剤であって、除草に用いられる薬剤その他除草に用いられるおそれがある薬剤として政令で定めるものをいう。以下同じ。）を販売する者（以下「除草剤販売者」という。）は、除草剤を販売するときは、農林水産省令で定めるところにより、その容器又は包装に、当該除草剤を農薬として使用することができない旨の表示をしなければならない。ただし、当該除草剤の容器又は包装にこの項の規定による表示がある場合は、この限りでない。
２ 除草剤販売者（除草剤の小売を業とする者に限る。）は、農林水産省令で定めるところにより、その販売所ごとに、公衆の見やすい場所に、除草剤を農薬として使用することができない旨の表示をしなければならない。  ママ
（勧告及び命令）　現行第十条の四
第二十三条　農林水産大臣は、除草剤販売者が前条の規定を遵守していないと認めるときは、当該除草剤販売者に対し、必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができる。ママ
２　農林水産大臣は、前項の規定による勧告を受けた除草剤販売者が、正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかったときは、当該除草剤販売者に対し、その勧告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。

［コメント］これでは、非農耕地で使用される除草剤は適用外のまま
第四章使用の規制等　(章名新設)
（使用の禁止）　　現行第十一条
第二十四条　何人も、次に掲げる農薬以外の農薬を使用してはならない。ただし、試験研究の目的で使用する場合、第三条第一項の登録を受けた者が製造し若しくは加工し、又は輸入したその登録に係る農薬を自己の使用に供する場合その他の農林水産省令・環境省令で定める場合は、この限りでない。
一　容器又は包装に第十六条の規定による表示のある農薬（第十八条第二項の規定によりその販売が禁止されているものを除く。）
二　特定農薬　ママ
　

（農薬の使用の規制）　現行第十二条
第二十五条　農林水産大臣及び環境大臣は、農薬の安全かつ適正な使用を確保するため、農林水産省令環境省令で、現に第三条第一項又は第三十四条第一項の登録を受けている農薬その他の農林水産省令環境省令で定める農薬について、その種類ごとに、その使用の時期及び方法その他の事項について農薬を使用する者が遵守すべき基準を定めなければならない。
２　農林水産大臣及び環境大臣は、必要があると認められる場合には、前項の基準を変更することができる。　ママ　

３　農薬使用者は、第一項の基準（前項の規定により当該基準が変更された場合には、その変更後の基準）に違反して、農薬を使用してはならない。　　ママ
（水質汚濁性農薬の使用の規制）　現行第十二条の二
第二十六条　政府は、政令で、次に掲げる要件の全てを備える種類の農薬を水質汚濁性農薬として指定する。
一　当該種類の農薬が相当広範な地域においてまとまって使用されているか、又は当該種類の農薬の普及の状況からみて近くその状態に達する見込みが確実であること。
二　当該種類の農薬が相当広範な地域においてまとまって使用されるときは、一定の気象条件、地理的条件その他の自然的条件の下では、その使用に伴うと認められる公共用水域の水質の汚濁が生じ、その汚濁による生活環境動植物の被害が発生し、かつ、その被害が著しいものとなるおそれがあるか、又はその使用に伴うと認められる公共用水域の水質の汚濁が生じ、かつ、その汚濁に係る水の利用が原因となって人畜に被害を生ずるおそれがあるかのいずれかであること。
２　都道府県知事は、前項の規定により指定された水質汚濁性農薬（以下単に「水質汚濁性農薬」という。）に該当する農薬につき、当該都道府県の区域内における当該農薬の使用の見込み、その区域における自然的条件その他の条件を勘案して、その区域内におけるその使用に伴うと認められる公共用水域の水質の汚濁が生じ、その汚濁による生活環境動植物の被害が発生し、かつ、その被害が著しいものとなるおそれがあるか、又はその区域内におけるその使用に伴うと認められる公共用水域の水質の汚濁が生じ、かつ、その汚濁に係る水の利用が原因となって人畜に被害を生ずるおそれがあるときは、政令で定めるところにより、これらの事態の発生を防止するため必要な範囲内において、規則で、地域を限り、当該農薬の使用につきあらかじめ都道府県知事の許可を受けるべき旨（国の機関が行う当該農薬の使用については、あらかじめ都道府県知事に協議すべき旨）を定めることができる。

［コメント］第二十四．二十五、二十六条は、赤字追加された程度で、現行法とあまりかわらない。農薬使用者の不適切な使用を罰する根拠になる条文だが、多くの抜け道があり、使用者への罰則が科せられることはまれである。

（農薬の使用に関する理解等）　の指
第二十七条　農薬使用者は、農薬の使用に当たっては、農薬の安全かつ適正な使用に関する知識と理解を深めるように努めるとともに、農業改良助長法（昭和二十三年法律第百六十五号）第八条第一項に規定する普及指導員若しくは植物防疫法（昭和二十五年法律第百五十一号）第三十三条第一項に規定する病害虫防除員又はこれらに準ずるものとして都道府県知事が指定する者の指導を受けるように努めるものとする。
[コメント] 現法第十二条の三  では農薬の使用の指導であった用努力規定にずぎません。

農薬使用者を、一般人と防除業者を同一視したのは2002年改定法からです。それまでは、届出制度がありましたが、2002年の改定法で、

防除業者は、空中散布の請け負いなどを含め。多種類、多量の農薬、届け出る必要もない。彼らは、専門職であるから、たとえば、農薬使用履歴の記載を義務づける、毒性のつよい農薬の使用資格を求める。周辺への周知義務を科するなどが必要である。

（農林水産大臣、環境大臣及び都道府県知事の援助）現行第十二条の四に環境大臣追加
第二十八条　農林水産大臣、環境大臣及び都道府県知事は、農薬について、その使用に伴うと認められる人畜、農作物等若しくは生活環境動植物の被害、水質の汚濁又は土壌の汚染を防止するため必要な知識の普及、その生産、使用等に関する情報の提供その他その安全かつ適正な使用及びその安全性その他の品質の確保に関する助言、指導その他の援助を行うように努めるものとする。
[コメント]農薬使用者のうち、一般人より、多種・多量に農薬をあつかう農業者、なかでも、防除業者を所管すべきであり、地方自治体ら実施する、講習会に参加しない散布者、住宅地通知、遵守省令をまもらない、使用者名の公表や、使用停止措置をとれるよな権限が必要です。

第五章監督　(章名新設)
（報告及び検査）　現行第十三条改変
第二十九条　農林水産大臣又は環境大臣は製造者、輸入者、販売者若しくは農薬使用者若しくは除草剤販売者又は農薬原体を製造する者その他の関係者に対し、都道府県知事は販売者に対し、第三条第一項、第四条第一項、第七条第八項、第九条第二項及び第三項、第十条第一項、第十六条、第十八条第一項及び第二項、第十九条、第二十一条、第二十三条、第二十四条、第二十五条第三項、第二十六条第一項並びに第三十一条第一項及び第二項の規定の施行に必要な限度において、農薬の製造、加工、輸入、販売若しくは使用若しくは除草剤の販売若しくは農薬原体の製造その他の事項に関し報告を命じ、又はその職員にこれらの者から検査のため必要な数量の農薬若しくはその原料若しくは除草剤を集取させ、若しくは必要な場所に立ち入り、農薬の製造、加工、輸入、販売若しくは使用若しくは除草剤の販売若しくは農薬原体の製造その他の事項の状況若しくは帳簿、書類その他必要な物件を検査させることができる。ただし、農薬若しくはその原料又は除草剤を集取させるときは、時価によってその対価を支払わなければならない。
２　都道府県知事は、農林水産省令環境省令で定めるところにより、前項の規定により得た報告又は検査の結果を農林水産大臣又は環境大臣に報告しなければならない。
３　第一項に定めるもののほか、農林水産大臣又は環境大臣は製造者、輸入者若しくは農薬使用者若しくは除草剤販売者又は農薬原体を製造する者その他の関係者に対し、都道府県知事は販売者又は水質汚濁性農薬の使用者に対し、この法律を施行するため必要があると認めるときは、農薬の製造、加工、輸入、販売若しくは使用若しくは除草剤の販売若しくは農薬原体の製造その他の事項に関し報告を命じ、又はその職員にこれらの者から検査のため必要な数量の農薬若しくはその原料若しくは除草剤を集取させ、若しくは必要な場所に立ち入り、農薬の製造、加工、輸入、販売若しくは使用若しくは除草剤の販売若しくは農薬原体の製造その他の事項の状況若しくは帳簿、書類その他必要な物件を検査させることができる。ただし、農薬若しくはその原料又は除草剤を集取させるときは、時価によってその対価を支払わなければならない。
４　第一項又は前項の場合において、第一項又は前項に掲げる者から要求があったときは、第一項又は前項の規定により集取又は立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を示さなければならない。
５　第一項及び第三項の規定による集取及び立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。
[コメント]除草剤は、農業用製剤と同じものが、非植栽用に使われています。農薬取締法で規制できなければ、新たな法令で、製造・販売・使用に網をかける必要があります。

（センターによる検査）　現行第十三条の二改変
第三十条　農林水産大臣は、前条第一項の場合において必要があると認めるときは、センターに、製造者、輸入者、販売者若しくは農薬使用者又は農薬原体を製造する者その他の関係者から検査のため必要な数量の農薬若しくはその原料を集取させ、又は必要な場所に立ち入り、農薬の製造、加工、輸入、販売若しくは使用若しくは農薬原体の製造その他の事項の状況若しくは帳簿、書類その他必要な物件を検査させることができる。ただし、農薬又はその原料を集取させるときは、時価によってその対価を支払わなければならない。
２　農林水産大臣は、前項の規定によりセンターに集取又は立入検査を行わせる場合には、センターに対し、当該集取又は立入検査の期日、場所その他必要な事項を示してこれを実施すべきことを指示するものとする。　ママ
３　センターは、前項の指示に従って第一項の集取又は立入検査を行ったときは、農林水産省令で定めるところにより、同項の規定により得た検査の結果を農林水産大臣に報告しなければならない。
４　前条第四項及び第五項の規定は、第一項の規定による集取又は立入検査について準用する。

（監督処分）　現行第十四条
第三十一条　農林水産大臣は、製造者又は輸入者がこの法律の規定に違反したときは、これらの者に対し、農薬の販売を制限し、若しくは禁止し、又はその製造者若しくは輸入者に係る第三条第一項の規定による登録を取り消すことができる。
２　農林水産大臣は、販売者が第十八条第一項若しくは第二項、第十九条又は第二十一条第一項の規定に違反したときは、当該販売者に対し、農薬の販売を制限し、又は禁止することができる。

３　農林水産大臣は、その定める検査方法に従い、センターに農薬を検査させた結果、農薬の品質、包装等が不良となったため、農作物等、人畜又は生活環境動植物に害があると認められるときは、当該農薬の販売又は使用を制限し、又は禁止することができる。

４　都道府県知事は、販売者がこの法律の規定（第十八条第一項及び第二項、第十九条並びに第二十一条第一項の規定を除く。）に違反したときは、当該販売者に対し、農薬の販売を制限し、又は禁止することができる。
（聴聞の方法の特例）　　現行　第十四条の二
第三十二条    前条第一項の規定による登録の取消しに係る聴聞の期日における審理は、公開により行わなければならない。　ママ
（登録の制限）　　現行　第十五条
第三十三条　第三十一条第一項の規定により登録を取り消された者は、取消しの日から一年間は、当該農薬について更に登録を受けることができない。
第六章外国製造農薬　(章名新設)
（外国製造農薬の登録）　現行第十五条の二
第三十四条　外国において本邦に輸出される農薬を製造し、又は加工してこれを販売する事業を営む者は、当該農薬について、農林水産大臣の登録を受けることができる。ママ
２　前項の登録を受けようとする者は、本邦内において品質の不良な農薬の流通の防止に必要な措置をとらせるための者を、本邦内に住所を有する者（外国法人で本邦内に事務所を有するものの当該事務所の代表者を含む。）のうちから、当該登録の申請の際選任しなければならない。
３第一項の登録を受けた者（以下「登録外国製造業者」という。）は、前項の規定により選任した者（以下「国内管理人」という。）を変更したときは、その変更の日から一月以内に、その理由を付してその旨を農林水産大臣に届け出なければならない。ママ
４　登録外国製造業者は、農林水産省令で定めるところにより、帳簿を備え付け、これに第一項の登録に係る農薬の種類別に、その製造数量及び譲渡先別譲渡数量（本邦に輸出されるものに限る。）を記載し、その記載した事項をその国内管理人に通知するとともに、これを保存しなければならない。
５　国内管理人は、農林水産省令で定めるところにより、帳簿を備え付け、これに前項の規定により通知された事項を記載し、これを保存しなければならない。
６　第三条第二項から第九項まで、第四条、第十一条及び第十三条の規定は第一項の登録について、第五条から第八条まで、第十条第二項、第十二条及び第十六条（ただし書を除く。）の規定は登録外国製造業者について、第九条及び第十条第一項の規定は第一項の登録に係る農薬について、第十四条第二項、第十八条第四項及び第二十一条の規定は第一項の登録外国製造業者及びその国内管理人について、それぞれ準用する。この場合において、第三条第二項第一号中「氏名（法人の）とあるのは「第三十四条第一項の登録を受けようとする者及びその者が同条第二項の規定により選任した者の氏名（法人の」と、同項第九号中「製造し、又は加工しようとする農薬については、製造方法」とあるのは「農薬の製造方法」と、同条第九項第四号中「製造者又は輸入者」とあるのは「第三十四条第一項の登録を受けた者」と、第五条第一項中「製造若しくは加工又は輸入の事業の」とあるのは「製造業（農薬を製造し、又は加工してこれを販売する事業をいう。以下同じ。）の」と、「製造若しくは加工又は輸入の事業を」とあるのは「製造業を」と、「製造若しくは加工若しくは輸入の事業」とあるのは「製造業」と、同条第二項中「製造若しくは加工又は輸入の事業」とあるのは「製造業」と、同条第三項中「二週間」とあるのは「一月」と、「製造若しくは加工又は輸入の事業」とあるのは「製造業」と、第六条第二項中「農薬の製造若しくは加工又は輸入」とあるのは「第三十四条第一項の登録に係る農薬で本邦に輸出されるものの製造又は加工」と、「二週間」とあるのは「一月」と、同条第五項中「製造若しくは加工又は輸入」とあるのは「製造業」と、「二週間」とあるのは「一月」と、同条第六項中「二週間」とあるのは「一月」と、第十一条第二号中「第三条第一項」とあるのは「第三十四条第一項」と、「製造若しくは加工又は輸入」とあるのは「製造業」と、同条第三号中「第三条第一項」とあるのは「第三十四条第一項」と、第十二条第三号及び第十三条中「第三十一条第一項」とあるのは「第三十七条第一項」と、同条第三号中「製造者又は輸入者」とあるのは「第三十四条第一項の登録を受けた者及びその者が同条第二項の規定により選任した者」と、第十四条第二項中「その製造し若しくは加工し、又は輸入する農薬」とあるのは「第三十四条第一項の登録に係る農薬で本邦に輸出されるもの」と、第十六条中「その製造し若しくは加工し、又は輸入した農薬を」とあるのは「第三十四条第一項の登録に係る農薬で本邦に輸出されるものを製造し、又は加工してこれを」と、第十八条第四項中「製造者又は輸入者が製造し若しくは加工し、又は輸入した」とあるのは「当該登録外国製造業者が製造し、又は加工して販売した」と、第二十一条中「その製造し、加工し、輸入（輸入の媒介を含む。）し、若しくは販売する農薬」とあり、及び「その製造し、加工し、又は輸入する農薬」とあるのは「第三十四条第一項の登録に係る農薬で本邦に輸出されるもの」と読み替えるものとする。
（国内管理人に係る報告及び検査）　現行第十五条の三  
第三十五条　農林水産大臣又は環境大臣は、国内管理人に対し、その業務に関し報告を命じ、又はその職員に必要な場所に立ち入り、帳簿、書類その他必要な物件を検査させることができる。
２　農林水産大臣は、前項の場合において必要があると認めるときは、センターに、必要な場所に立ち入り、帳簿、書類その他必要な物件を検査させることができる。
３　第二十九条第四項及び第五項の規定は第一項の規定による立入検査について、第三十条第二項から第四項までの規定は前項の規定による立入検査について、それぞれ準用する。
（外国製造農薬の輸入者の届出）　　現行第十五条の四
第三十六条　第三十四条第一項の登録に係る農薬の輸入者（当該農薬の登録外国製造業者又はその国内管理人である場合を除く。）は、次に掲げる事項を農林水産大臣に届け出なければならない。
当該事項に変更を生じたとき、及び当該輸入者がその輸入を廃止したときも、同様とする。
一  輸入する農薬の登録番号　ママ
二    輸入者の氏名及び住所　ママ

現法２を削る
２　前項の規定による届出は、新たに第三十四条第一項の登録に係る農薬の輸入を開始する場合にあってはその開始の日の二週間前までに、前項各号に掲げる事項に変更を生じた場合又はその輸入を廃止した場合にあってはその変更を生じた日又はその輸入を廃止した日から二週間以内に、これをしなければならない。
（外国製造農薬の登録の取消し等）　　現行　第十五条の五
第三十七条　農林水産大臣は、次の各号のいずれかに該当するときは、登録外国製造業者に対し、その登録を取り消すことができる。
一  農林水産大臣又は環境大臣が必要があると認めて登録外国製造業者に対しその業務に関し報告を求めた場合において、その報告がされず、又は虚偽の報告がされたとき。ママ
二　農林水産大臣又は環境大臣が、必要があると認めて、その職員又はセンターに登録外国製造業者から検査のため必要な数量の当該登録に係る農薬若しくはその原料を時価により対価を支払って集取させ、又は必要な場所においてその業務の状況若しくは帳簿、書類その他必要な物件についての検査をさせようとした場合において、その集取又は検査が拒まれ、妨げられ、又は忌避されたとき。
三　国内管理人が欠けた場合において新たに国内管理人を選任しなかったとき。
四　登録外国製造業者又はその国内管理人がこの法律の規定に違反したとき。　ママ
２　前項の規定により登録を取り消された者は、取消しの日から一年間は、当該農薬について更に登録を受けることができない。　　ママ
３　第九条第五項の規定は第一項の規定による登録の取消しについて、第三十二条の規定は同項の規定による登録の取消しに係る聴聞について、それぞれ準用する。
第七章雑則（章名新設）　　　
（センターに対する命令）　現行　第十五条の六
第三十八条　農林水産大臣は、第三条第五項、第七条第三項及び第八条第五項（これらの規定を第三十四条第六項において準用する場合を含む。）に規定する審査、第三十条第一項の集取及び立入検査、第三十一条第三項の検査並びに第三十五条第二項の立入検査の業務の適正な実施を確保するため必要があると認めるときは、センターに対し、当該業務に関し必要な命令をすることができる。
（農業資材審議会）　現行第十六条
第三十九条　農林水産大臣は、第二条第一項の政令の制定若しくは改廃の立案をしようとするとき、第三条第一項の登録をしようとするとき（同条第三項に規定する場合を除く。）、第四条第二項（第三十四条第六項において準用する場合を含む。）の基準を定め、若しくは変更しようとするとき、第七条第七項（第三十四条第六項において準用する場合を含む。）の規定により変更の登録をしようとするとき（農業資材審議会が軽微な事項の変更と認める場合を除く。）、第九条第二項若しくは第三項（これらの規定を第三十四条第六項において準用する場合を含む。）の規定により変更の登録をし、若しくは登録を取り消そうとするとき、第十八条第二項の農林水産省令を制定し、若しくは改廃しようとするとき、第三十一条第三項に規定する農薬の検査方法を決定し、若しくは変更しようとするとき、又は第三十四条第一項の登録をしようとするとき（同条第六項において準用する第三条第三項に規定する場合を除く。）は、農業資材審議会の意見を聴かなければならない。
２　環境大臣は、第四条第三項（第三十四条第六項において準用する場合を含む。）の基準を定め、若しくは変更しようとするとき、又は第二十六条第一項若しくは第二項の政令の制定若しくは改廃の立案をしようとするときは、農業資材審議会の意見を聴かなければならない。
３　農林水産大臣及び環境大臣は、第三条第一項の規定により特定農薬を指定し、若しくは変更しようとするとき、又は第二十五条第一項の農林水産省令環境省令を制定し、若しくは改廃しようとするときは、農業資材審議会の意見を聴かなければならない。
[コメント]　審議会の権限が拡大。審議会の検討内容のすみやかに、国民に開示し、意見を聞くべきです。

（協議等）　現行第十六条の二
第四十条　農林水産大臣は、水質汚濁性農薬について、第十八条第二項の農林水産省令を制定し、又は改廃しようとするときは、環境大臣に協議しなければならない。
２　環境大臣は、第四条第三項（第三十四条第六項において準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定により第四条第一項第六号又は第七号に掲げる場合に該当するかどうかの基準を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働大臣の公衆衛生の見地からの意見を聴かなければならない。
３　環境大臣は、第四条第三項の規定により同条第一項第六号又は第七号に掲げる場合に該当するかどうかの基準を定め、又は変更しようとするときは、厚生労働大臣に対し、資料の提供その他必要な協力を求めることができる。
４　農林水産大臣及び環境大臣は、第二十五条第一項の農林水産省令環境省令を制定し、又は改廃しようとするときは、厚生労働大臣の公衆衛生の見地からの意見を聴かなければならない
（国際的動向への配慮等）　新設
第四十一条　農林水産大臣及び環境大臣は、この法律の施行に当たっては、農薬の安全性その他の品質の確保に関する国際的動向に十分配慮するとともに、関係行政機関の長と密接な連携を図らなければならない。
[コメント]農水、環境、厚労大臣を含め、国内外の規制状況を調査し、国民に知らせることが重要です。
（適用の除外）　現行第十六条の三
第四十二条　農薬を輸出するために製造し、加工し、若しくは販売する場合又は除草剤を輸出するために販売する場合には、この法律は、適用しない。　ママ
[コメント]国内禁止農薬の製造・輸出を禁止すべきことは、以前から主張しています。

（都道府県が処理する事務）　新設
第四十三条　第二十三条及び第三十一条第二項の規定による農林水産大臣の権限並びに第二十九条第一項及び第三項の規定による農林水産大臣又は環境大臣の権限に属する事務の一部は、政令で定めるところにより、都道府県知事が行うこととすることができる。
［コメント］現行法　第十三条の三　の置き換えです。

（権限の委任）　新設　
第四十四条　第二十三条、第二十九条第一項及び第三項並びに第三十一条第二項の規定による農林水産大臣の権限は、農林水産省令で定めるところにより、その一部を地方農政局長に委任することができる。
２　第二十九条第一項及び第三項の規定による環境大臣の権限は、環境省令で定めるところにより、その一部を地方環境事務所長に委任することができる。
[コメント] 現行法　第十三条の四の置き換えです。

（事務の区分）　　現行第十六条の四
第四十五条　第二十九条第一項及び第二項の規定により都道府県が処理することとされている事務は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。
（経過措置）　新設
第四十六条　この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができる。
第八章罰則　(章名新設)

第四十七条　次の各号のいずれかに該当する者は、三年以下の懲役若しくは百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。
一　第三条第一項又は第七条第一項の規定に違反して農薬を製造し若しくは加工し、又は輸入した者　(新設)

二　第十六条の規定による表示をせず、又は虚偽の表示をして農薬を販売した者　(新設)
三　第十八条第一項、第二十一条（第三十四条第六項において準用する場合を含む。）、第二十四条又は第二十五条第三項の規定に違反した者

四　第十八条第二項の農林水産省令の規定による制限又は禁止に違反した者

五　第十九条又は第二十三条第二項の規定による命令に違反した者
六　第二十六条第二項の規定により定められた規則の規定に違反して都道府県知事の許可を受けないで水質汚濁性農薬に該当する農薬を使用した者
七　第三十一条第一項から第四項までの規定による制限又は禁止に違反した者
第四十八条　次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役若しくは三十万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。　現行第十八条
一　第六条第二項の規定による届出をせず、若しくは虚偽の届出をし、又は申請をしなかった者
二　第十七条第一項又は第三十六条第一項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者　　(新設)

三　第二十条又は第三十四条第五項の規定に違反して帳簿を備え付けず、帳簿に記載せず、若しくは虚偽の記載をし、又は帳簿を保存しなかった者　(新設)

四　第二十九条第一項若しくは第三項の規定による報告を怠り、若しくは虚偽の報告をし、又は同条第一項若しくは第三項若しくは第三十条第一項の規定による集取若しくは検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者
五　第三十五条第一項の規定による報告を怠り、若しくは虚偽の報告をし、又は同項若しくは同条第二項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者
第四十九条　次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以下の罰金に処する。

　現行第十八条の二
一　第五条第三項又は第六条第三項の規定による届出をせず、若しくは虚偽の届出をし、又は申請をしなかった者　　(新設)

二　第六条第一項又は第十二条の規定に違反した者　(新設)

三　第六条第五項又は第六項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者(新設)

第五十条　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関して、次の各号に掲げる規定の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人に対して当該各号に定める罰金刑を、その人に対して各本条の罰金刑を科する。　　現行第十九条
一　第四十七条第一号、第三号（第十八条第一項に係る部分に限る。）、第四号又は第五号（第十九条に係る部分に限る。）一億円以下の罰金刑
二　第四十七条（前号に係る部分を除く。）又は前二条各本条の罰金刑

第五十一条　第四十七条の犯罪に係る農薬で犯人が所有し、又は所持するものは、その全部又は一部を没収することができる。犯罪の後、犯人以外の者が情を知ってその農薬を取得した場合においても同様とする。
２　前項の場合において、その農薬の全部又は一部を没収することができないときは、その価額を追徴することができる。　ママ
　　　現行第二十条
第五十二条　第三十八条の規定による命令に違反した場合には、その違反行為をしたセンターの役員は、二十万円以下の過料に処する。現行第二十一条

[コメント]新設された罰則は、製造又は販売者に関するもので、使用者の不適切な使用については、現行のままです。

登録された農薬の安全性が十分評価されているから、適切に使用すれば問題ないとはいえませんが、現に、ヒトの受動被曝や環境生物等の被害の発生しているわけで、それが散布者の責任によるものであれば、防除業者であろうと一般使用者であろうと、使用者にペナルティーが科せられてしかるべきです。

*****　衆議院農林水産委員会における付帯決議について　*****

一　 登録された農薬の再評価制度の実施に当たっては、農薬の安全性の更なる向上を図ることを旨として行うこと。また、農薬に係る関係府省の連携を強化し評価体制を充実するとともに、新規農薬の登録に遅延が生じないようにすること。

二　最新の科学的知見に基づく定期的再評価又は随時評価により、農作物等、人畜又は環境への安全性等に問題が生ずると認められる場合には、当該農薬につき、その登録の内容の変更又は取消しができるようにすること。また、定期的再評価の初回の評価については、可及的速やかに行うこと。 

三　マイナー作物に使用できる農薬については作物群を単位とした登録が可能な品目を增やすための作物のグループ化の動きを促進する等の必要な措置を充実させること。

四　良質かつ低廉な農薬の選択肢を広げるために、先発農薬の規格に係る情報を迅速かつ適切に公開し、ジェネリック農薬の開発・普及を促進すること。

五　生活環境動植物についてのリスク評価手法を早急に確立し、登録の際に必要となる試験成績の内容等を速やかに公表すること。

六　安全な農産物の生産及び農薬使用者の安全を確保し、農薬による事故を防止するために、登録に係る適用病害虫の範囲及び使用方法、 貯蔵上又は使用上の注意事項等を農薬使用者にわかりやすい手法で表示及び情報提供が行われるよう措置し、農薬の安全かつ適正な使用及び保管管理の徹底を図ること。また、農薬使用の際に、農薬使用者及び農薬散布地の近隣住民に被害が出ないようにするため、 農林水産大臣及び都道府県知事は農薬使用者に対して十分な指導及び助言を行うこと。

七　制度の運用及び見直しについては、規制改革推進会議等の意見は参考とするにとどめ、農業生産の安定を図り、国民の健康を保護することを前提に、農業者等の農薬使用者、農薬の製造者・販売者、農産物の消費者等の意見や、農薬の使用実態及び最新の科学的知見を踏まえて行うこと。

　右決議する。

[コメント] 追加すべきこと

　・農薬除草剤と同等の非農耕地用除草剤の使用についても、農薬と同じように製造・販売・使用を規制できる法令をつくること。

街中での除草剤散布についていえば、「住宅地通知」に基づき、散布周知を求めても、植栽地での除草剤散布でないとして、指導の対象がら外す例があります。

・農薬防除業者を国が管理する制度をつくること。

農水省は、『立入検査や指導等を効率的に行う観点から、都道府県の条例等により、防除業を営む者に氏名、住所等の届出を求めることを妨げるものではない。』としていますが、条例があるのは、兵庫県だけです。

　参考：兵庫県　防除業者の皆様へのお願い　兵庫県防除業者に関する指導要綱
